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日本型経営システムの経済分析
吉 田 和 男
1異 なる資本主義経済
世界各 国の資本主義経 済は,同 じ資本主義経済 システム と言 いなが ら,そ れ
ぞれ特徴 を持ってお り,同 じもの といいがたいほ どの相違がある。特 に,先 進
国の 中で 唯一,欧 米圏で ない 日本経 済 につ いて は(近 年,韓 国,台 湾 な ど
Niesは途上国を脱 してい るが)そ の特 殊性 について多 くの議 論が行 われ て き
た。
日本 とアメリカの間で貿易摩擦が厳 しくなるに従い,ア メ リカ側か ら日本 の
異質性が指摘 され,そ の改革に圧力が加 えられたb日 本経済 システムの特殊性
に関す る論議は国家間の政策の レベ ルの問題 ともなった。 しか しなが ら,各 国
ともそれぞれ異 なった経 済 システムを持 っている。このため に,日 本経済が特
殊性 のある経済 なら,ア メリカ経済 も特殊性のある資本主義経 済である。 ドイ
ツ経 済 もフランス経済 もその他 のヨーロ ッパ経済 もそれぞれ特殊性を持つ資 本
主義経済で,そ れぞれ異 なった特徴 を持 ってい る。 もちろん,途 上国の経済 シ
ステムもそれぞれ独特であ り,現在資本主義化 の進行 している旧共産圏の国々
の経済 システ ムとも異 なる。
これ らの資本 主義 国 間で の シス テムの相 違 につい て は,例 えば,Albert
(1991>,今井(1992),吉田(1993A)(1993B)などで明 らか にされ ている。
したが って,も ともと異 なる経済 システムを同 じ欧米で発達 して きた伝統 的な
経済学で もって分析 して行 くこ とは無理 があるのはい うまで もない。
伝統的 な経 済学は ヨー ロ ッパで生 まれ,戦 後 はアメ リカを中心 に発達 して き
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た。 これ は普遍 論 理 と して 各 国経 済 に対 して非常 に有効 な分 析 方 法 を提 供 して
きた。 現在,日 本 で広 く教 え られ て い る経 済 学 もア メ リカの経 済 学 の教 科書 を
基礎 と して い る。 これ らは普遍 的 な経 済理 論 として普 及 して い るが,基 本 的 に
は アメ リカ経 済 とい う特 殊 性 のあ る経 済 をモ デ ル と し研 究 された もので あ る。
この た め に,日 本経 済 を分 析す るの に対 して必ず し も有 効性 が なか った こ とは
不思 議 な こ とで は ない 。 この こ とは中 国,イ ン ド,ア ジア ・ア フ リカ諸 国 は も
ち ろん ヨー ロ ッパ 各国 です ら アメ リカ経 済学 か らだ けで は理 解 が 難 しい 面 が少
な くな い こ とを意 味 して い る。
かつ て の 日本 で は,欧 米 が優 れ,日 本 は封 建 時代 の名 残 を残 し,遅 れ て い る
とい う 「日本 人 劣 等仮 説」 が 大手 を振 って い た。 この た め に,日 本 型経 営 シス
テ ムや家族 的経 営 も前 近代 的要 因 と考 え られ ていた 。 と ころが,日 本経 済 が成
功 した ところが ら,日 本 の成 功 の原 因 を 日本型経 営 シス テ ムに求 め る こ とにな
り優 越 感 か らの議 論 も盛 ん に なる。 た だ,日 本 人劣等 仮 説 の伝 統 は根強 くダ 日
本 型 経 営 シ ス テ ム の パ フ ォー マ ンス の 良 さ を最 初 に示 した の は,他 な らぬ
Abegllen(1958)(1984),Drucker(1971),OECD(1977)などの 外 国 人 で
あ った 。
11文 化論的特殊性
伝統的な経済理論で理解が難 しい分野を特殊性理論 として扱 うのはもっとも
安易 な方法である。そ こで,先 に述べた欧米の もの と異なる 日本経済の問題 を
特殊性論で処理す ることが一般的に行われ る。特 に,近 年の 日米 間での経常収
支不均衡 によってアメ リカ側か ら日本の不公正な経済制度が批判されることと
な り,日 米の経済摩擦 が起 こる。本来,経 済力が高いアメリカが貿易で 日本 に
負 けるのは,日 本の非合理的な慣 習 ・制度や政府 の保護政策があ るため とい う
見方はアメ リカで支配的であ る。 アメ リカ経済学 の体系か ら見れば 日本型の経
済 システムは不合理であ り,ア ンフェァーである とい う主張 となる。す なわ ち,
日本経済 は特殊性を有 し,世 界の経済 に とって不都合な存在 と扱われる。
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いわゆ るリビジ ョニス トと呼 ばれ る人たちは,こ のよ うな 日本異質論を展開
す る。 この立場 の代表 的な見解 として,Wolfren(1989)があ る。 これ による
と,日 本 の政治決定や経済操作の システムは,欧 米の ものと大 きく異 な り,各
権力 グルー プの力の均衡の上 にあ り,誰 も究極的な責任 を負わ ない構造 となっ
てい ること.を指摘す る。一見す ると権力を握 っているかのよ うに見え る政治家
や官僚 も全 てを支配 してはいない。それ故,日 本型システムはそのサー クルの
外側 にいる ものか らは分か りに く,通常の交渉では役 に立たないので,圧 力 を
かけることが 目的達成 の手段 となるとす る。 日本型 システムの一面 を適確 に示
して くれ るものの,日 本 の経済社 会の本質を解明 してい るわ けで はない。
多 くの りビジ ョニス トの考 えは,日 本型経 済 シス テムが そ もそ もア ンフェ
アーであ るから,社 会的に不適合 な犯罪者 を矯正 すべ きとい うような発想で あ
る。伝統的な欧米の価値観 を日本 に無意識 に押 し付 けてい る。 もともと,市 場
を中心 とす る資本主義経済は多様 な価値観を許容できるとい う面で優れ てい る。
しか し,完 全 な経済体制があるわ けではない。 しか し,彼 らは異質であ る日本
経済 を欧米 の価値体系に合わせ るべ きことを主張する。
一方,日 本側で も日本の特殊性 を 日本文化 の問題 として特殊性理論 として議
論す るこ とが有力であ る。彼 らは日本の諸制度は,日 本 の文化 ・伝統 に基づ く
ものであ り,外 国人 には理解で きない もの とす る。す なわ ち,す でに欧米で も
確立 され てい る文化相対主義の枠組みの中で正当化 しようとす る。 日本経済は
なぜ成長 し,日 本人 はなぜよ く働 くか とい う問題 を理解す る方法 として,文 化
論を持ち出す ことは一見,説 得的で もあるが極 めて安易で もあ る。
例 えば,日 本人は農耕民族であるので,よ く働 き,よ く貯蓄をす るとい う。
確 かに狩猟民族 との性格 の差異 はあろ うが,で は ヨー ロッパ人 は働か ないのか,
アジ アの農耕民族が総て経済成長 したのか といえば,そ うで はないであろ う。
文化 論はそれな りに説得力 を持つが,わ か った ような気 にさせ る ところが恐 ろ
しい。
例 えば.森 嶋(1984)は日本人が儒教文化なので経済成長 した とい う。欧米
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人のホモ ・エコノ ミカのイデ オロギー的バ ックボー ンが キ リス ト教,特 に,プ
ロテス タンテ ィズムにあるのに対 して,日 本人のそれ は儒教であ るとす る。確
か に,日 本 の経 済 の パー フォー マ ンス は優 れ,現 実 の 資本 主 義 がWeber
(1904)の指摘す るような プロテスタ ントの影響の強い西 欧的気 質だ けでな く,
儒教 の影響 を強 く受 けた 日本人の気質 とも適合 している。
しか し,儒教的精神 を持 ってい る国がすべか らく資本主義 に適合的で あるわ
けではない。事実,日 本 と中国の差をみれば明かであ る。 これは,日 本 と中国
における儒教 の宗教 としての性質 に差がある。韓国,ベ トナム も儒教国であ る。
逆 に,西 山(1981)は二宮金次郎の思想 に代表され る相対主義 イデオロギー に
支配 され 「脱資本主義化」 したことが成功の原因であ るとす る。いずれ にせ よ,
文化的な背景は重要で はある ものの,そ れだけを もって議論す ることが過 ちで
あ ることは明 白であ る。
この様に伝統 的な経済学で は全 く理解不可能な分野を文化特殊性議論 として
持 ち出す立場は 「異なるか ら異なる」 とい う トー トロジーに陥 り易 い。文化が
異なるか ら経済システム も異 なるとい うだけの議論 に陥れば,経 済 システムを
分析 した ことにな らない。さ らに,こ の様な態度は劣等感 の裏返 しとしての優
越感 に移 り,イ デオロギー的文化 的価値 を求めることになる。山崎(1990)も
文化論 に走 る傾 向に対 して 「自分達の文化 にある固定観念の枠 をはめて,そ れ
を変えがたい とす るかた くなな態度が芽生 えてい る」 と警告す る。 この様 な文
化特殊性理論で論争す る限 り,日 本型経済 システムを改革す るための分析 も出
て こない し,ま た,国 家間でお互いに異 なった システムを理解す ることに もな
らない。 これ によって,経 済 システムを改善す る方法 を科 学的 に見い 出す こ
とはで きない。 よ り普遍的な理論 で 日本型経済 システ ムを分析す る必要が あ
る。
また,文 化特殊性 とい う立場で はな く,各 国が異 なった文明を持つ として,
その特徴 を対 比させ ることによって分析 を試み る比較文明論 の考え もあ る。実
際,こ れまで も日本型経済 システムが合理性 を持つ ことを基盤 とす る経済学 ・
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経営学 の立場 とい うよ り比較文明論の立場か らよ り多 く議論 されて きた。比較
文明論か らの議論 はそれな りの有効性 があ り,鋭 い分析 を行 なうのである。
多 くの場合,西 洋の個人主義 モデルに対 して,日 本型モデ ルは集団主義モデ
ルと して議論 されてきた。ただ,集 団主義 と言 うときに も,社 会学 で伝統的に
議論 されて きた集 団に関す る理論 とは大 きな違いがあ ることに気が付 く。す な
わち,欧 米 に も家族,国 家,軍 隊,教 会,企 業,結 社 な どの多 くの集団があ り,
それ らは集団主義 の立場か ら議論することになる。す なわち,人 間は必 ず何 か
の集団に属 してい るので,社 会の集団の論理 を見つけ出 し,社 会 システムを維
持す るメカニズムを見 い出す ことが重要 とな る。 しか し,日 本の集団主義 は,
欧米で の集団主義 と基本的 に異 なる。すなわ ち,集 団を構成するに際 してなん
らか の原理原則 が果たす役割の重要性 に差異がある。後者 にあっては集団を形
成す る根源 にかかわ る重要 な ものであ るが,前 者 にあってはさ して重要 でない。
すなわち,前 者 は濱口 ・公文(1982)の示す ように 「日本的集団主義」 であ っ
て,欧 米での集団のよ うに,特 定の原理原則,イ デオロギー,教 義な どを持 っ
た集団主義 ではない。彼 らの立場か らは 「日本人の集 団主義は,成 員 の組織へ
の全面的な帰服 を指 してい るのではな く,他 の嘆員 との協調や,集 団への自発
的なかかわ り合 い」が重要になる。必ず しも血縁集団ではな く機能集団で もあ
る 「イエ」か ら導 こうとす る村上 ・公文 ・佐藤(1979)の議論 も非常 に有力で
あ る。また,筆 者 としては桜井(1962),吉田(ユ994B),金 児(1994)などの
指摘する 「講」 の機能 に注 目したい。
すなわ ち,こ こで使われる集団主義は社会学で使われ る個人主義の対立概念
として使われる集団主義で はない。欧米の集団理論の類型か ら日本の集団主義
的行動を分析 す る伝統 的な方法 には限界がある。 日本人の自らの行動 に対す る
説明原理 は 「みんなが しているか ら」である。
そ こで,日 本的集団主義 としてモデルを提示す るに当た って も,日 本社会全
体 に通 じる ものであ るか を十分検討する必要がある。例 えば.日 本人の働 きぶ
りを企業への 「忠誠心」 によって説 明 しよ うとす るむ きも多い。 しか し,日 本
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の労働者全てが働 き蜂ではない。事実,非 効率な集 団も少 な くない。農業,教
育,企 画部門以外 の公務,旧 国鉄な どで は,同 じ日本の労働者であ りなが ら,
これを 日本的 と指摘す るような性 質はほん とん ど見つか らない。 もし,日 本社
会 に関す る理論を提示す るためには,こ れ らの例外 も同時に説明で きるような
理論で なければな らない。
一方,山 崎(1990)は日本 の伝統の中にあ る個人主義を示 し,過 去の集団主
義は戦闘や農業 を行 うための ものであ り,今 日の集団主義 も産業化 と大衆化 の
所産であるとす る。すなわ ち,日 本的集団主義は歴史的文脈の中で とらえられ
るべ きであ り,集 団主義 もそれぞれが状況に対応 して持つ メカニズムを考 える
べ きであるとす る。すなわ ち,集 団主義 を日本人の国民性や特殊性 として議論
される ことは不適 当なのであ る。
さらに,日 本人の行動の特徴を 「集団主義行動」 として とらえて も,そ れ は
状態の表現 であって も何等の科学的分析 を行 ってい る もので はない。Popper
(1950)の指摘 に従 えば,日 本人がなぜそのような特徴 を持つ行動を行 なうか,
とい う ミクロ レベルで説 明 しなけれ ばならない。いわ ゆる集団主義 モデルは
もっともらしいのであ るが,こ れだけで は不十分であ る。
●
すなわち,集 団主義的な行動 も個人の行動原理か ら説 明されなければ ならな
い とい う方法論的個人主義 の立場か らは,日 本人の ミクロ レベルの行動 と集 団
行動 とい うマ クロ レベ ルの関係が明確化 され なければ,日 本社会を解明 した こ
とにな らない。 この視 点か らの 日本経済の分析 について新 しいパ ラダイムが求
め られる由縁であ る。
もう一つ の方法 は,個 人主義モデルに立つ伝統 的な経済理論を一部修正 して
適用す ることである。 日本型経済 システムの特徴 を特殊性 とい う立場ではな く,
伝統的 な経済学 の普偏 的論理か ら解明 しようとす る動 きはすでに多 くの成果 を
上げてい る。実際,日 本経済の特殊性を強調す ることはあま り意味 のない議論
である。伝統的な経済学を少 し修正す ることでこれ まで明 らかにされて きた諸
定理 を活用する ことが可能であ り,極 めて重要な仕事である。特 に,伝 統的な
「 、.
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経済学 は反証主義的な検証 を行 うための適切 な枠組みを持つために,日 本型経
済 システムの科学 的分析 に とって不可欠の もの となる。近年,こ の立場か ら多
くの研究 が行われ てい る。例 えば,今 井 ・小宮(1989),伊丹 ・加 護野 ・伊藤
(1993),岡崎 ・奥野(1993)など多 くの新 しい研究が生まれている。
伝統的 な経済学 は,欧 米の経済 を対象 として形成 されて きたので あるが,近
年の ミクロ経済学や企業経済学の分析 においては,よ り一般的な形で企業や個
人の行動 を記述 し,普偏 的な行動仮説 と して提示され る。 ここでは,伝 統的な
経済学 を適用す ることで 日本型経営 システムが特殊 なので はな く,い くつかの
パ ラメー ターの大 きさの違いによる 「程度の問題」 に置 き換 えることが可能で
あ ることが示 され る。そ こで,そ のい くつか の研究例を取 り上 げることで 日本
型経営 システムを考えてみる。す なわち,伝 統的な経済理論が どこまで 日本経
済の分析 にとって有効 かを検討す ることとしたい。ただ,文 献 は膨大で全 てに
当たるのは不可能であ り,大 ざっぱなサーベイ とす る。
III"人的資 本論"に よ る分析
ま ず,of(1962),Becker(1962)(1964),Mincer(1958)(1962)などに
始 ま る人的 資 本論 の議 論 は 日本 型経 営 シス テ ムの分 析 にお い て重要 な役 割 を果
た して い る。 人的 資本 論 は,労 働 者 の稼 得 能力 の源 泉 を個 人 に蓄積 され た能 力
に求 め る。 これ は,資 本 ス トック と同様 の扱 い を行 う。 あ る資 産 は年 々,利 益
を もた ら し,そ の価 値 は将来 獲得 す る利 益 の割 引 現在価 値 で 示 され る。す なわ
ち,持 って い るそ の能 力 によ って継 続 的 に得 られ る所 得 を生 み 出す もの は一種
の資産 とみ な され る。 労働 者 は所 得 を拡 大 す るため に教 育 を受 け,人 的資 本 の
蓄 積 を進 め る こ ととな る。す なわ ち,人 々は高 い 賃 金稼得 能 力 を,学 校 教 育や
仕 事 を通 じた学習 に よ って獲得 した能力 に求 め る。 そ こで,教 育 な どへ の費用
の投 入 とそ の結果 と して の賃 金獲 得 の 関係 を一般 の投資 理 論 と して扱 う こ とで
個 人の 合理 的 選択 の問 題 と して理 解 しよ うと した もので あ る。
また,Becker(1964)の強 調 点 で あ る教 育,訓 練 に よ る 人的資 本 の差異 は,
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日本型経済 システムを分析す るの に有効性 を示す。彼は企業特殊熟練 と一般的
熟練 の差異 を強調す る。 もし,日 本企業で企業特殊熟練が相対 的に重要であ り,
企業内以外 に訓練する場所 がない とすれば,労 働者の訓練 はOJTが 中心 にな
り,OJTに よる人的資本の形成が重要 とな る。 ここで,OJTに よる人 的資
本 の形成が行 われ るとすれば,勤 続年数 の高い者 は賃金が高 く,短 い者 は低い
のは合理的な こととな る。 また,OJTに よる訓練 の費用を回収す るためには,
企業は不況期 にも解雇を避 け,長 期 にわた って雇用す ることが合理的 となる。
企業特殊熟練 は他 の企業では役 に立 たないので,労 働者 にとって も他の企業 に
転職す るイ ンセ ンティブはない。 したが って,労 働 力を市場で取 り引 きず るこ
とは難 しくな り,労働市場は発展 しない ことになる。この意味で,終 身雇用,
年功序列賃金 とい う日本型雇用慣行 は合理性 を持つ ことになる。
他方,一 般訓練 が相対 的に重要 となれば,訓 練 は一般的な教育機 関で行 うこ
とが効率的 となる。そのような人的資本 を持つ労働者 は,ど の企業で も自由に
活用で きるので,労 働力 は労働市場で取 り引 きされ るのが望 ま しくなる。 その
ような能力 は,労 働者 自身の所得 を引 き上げ るので,労 働者 自身が費用 を負 担
して教育機関で勉強すべ きことになる。そ して,労 働者 は獲得 した能力 を もっ
とも高 く買 って くれる ところを探 して,そ れを発揮 して,最 大 の所 得を得 るこ
とがで きる。 ここに欧米 モデルと日本 モデルの対比 を見い出す ことも可能にな
る。
このように 日本型雇用慣行 について も,人 的資本論の考えで理解す ることが
で きる。 人的資本論で は教育 に加 え,そ れだ けでは な く,職 場 におけ る経 験
(OJT)を 積 む ことによって,そ の生産能力を高 めて行 くことになる。経 験
に したが って高い賃金 を受 け取ることは不思議ではな くなる。事実,年 齢 と賃
金の関係 は,年 功序列賃金 と見 られていないアメリカの賃金体系,特 に,ホ ワ
イ トカ ラーに も顕著に見られ る。
人的資本論 を 日本経 済に応用 した議論 としては佐 野(1981A)(1981B)な
どがあ り,ま た,こ の考えをベースに小池(1981)が詳細 な 日本 の労働 につい
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て ¢!翁析 を行 って い る。Mincer(1958)(!962)などの人 的資本 論 に関 す る 実
証研究が行われてい る。石川(1991)は教 育だ けでな く,本 源的能力や家庭環
境 を考慮すべ きとして,日 本 についての実証珊 究を行 ってい る。
このよ うに,人 的資本論 は日本型経営 システムの主要部分 を説明す るのに有
力な手段 を提供す る。 ただ,こ の種の議論はかつての資本論争に見 られたよ う
に,人 的資本を定義す るのに稼得所得 の現在割引価値 とし,賃 金格差を人的姿
本の格差で説明すれば,異 なるか ら異 なる とい う トー トロジーとなる。そ して,
投資収益 として考 えるには 日本の高等教育の収益率 は低す ぎ,合 理性がない こ
とになる。 また,日 本の場合,ブ ルーカラーにも年齢 と賃金の正の相関が強 い
がそれを説明す ることは難 しい。一旦,熟 練労働者 となれ ば,訓 練によってそ
れ以上 に人的資本 を積み上げるのは難 しい はずである。
また,人 的資本の蓄積 によって年功序列賃金を説明 しようとすれば,次 のよ
うな無理があ る。 もし,人 的資本の蓄積が年功序列賃金で あるのなら,外 国の
ホ ワイ トカラーの賃金 プロファイルの様 に若年期 には下 に凸の増加 を示 し
,後
半では上 に凸 の曲線 となるはずである。すなわち,前 半では人的資本の蓄積 に
壁間がかか り,後 半では人的資本 も限界生産力逓減であるため と考 え られ る。
しか し,日本の現実 は一貫 して凸で あ りOJTに よる人的資本の蓄積 とい う仮
説には適合 しない。
また,企 業特殊訓練が重要でOJTが 重要 なのであれば,一 般訓練 の長 い大
学卒業者 より特殊訓練 の長い高校卒業者 の方が賃金が高 くなければ ならない。
また,逆 に,大 学の教育(一 般 訓練)の 限界生産力が高 ければ(そ うなるとは
思 えないが),大学卒業者 の賃金の方が高いが年功序列 の傾斜 は小 さ くなるは
ずであ る。 しか し,事 実 は,高 卒,大 卒 の賃金 の格差は大 きくな く,し か も大
卒の傾斜 のほ うが大 きい。
また,明 らかに能力が劣 る者で も勤続年数 と共に賃金が上昇 し,窓 際族 どい
う表現 にみ られ るよ うに明らかに企業の生産 に寄与 していない者で 犒 い賃金
を受 け取 ・ているケースが少 な くない.確 か に,平 均的には勤続年数によ。て
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企業特殊訓練 によって人的資本 の蓄積 によって高い賃金 を受け取 ることになろ
う。 しか し,明 らか に蓄積 しなか った人で も同様 に高い賃金を受け取 ることを
この 理論 で説 明す る ことに は限界が あ る。 さ らに,退 職 金,フ リ ンジベ ネ
フィッ トな どを説明す ることはさ らに難 しくなる。
結局,小 池(1991)が批判す るよ うに,OJTが どこまでが特殊訓練で ある
か は明確 には分か るものではない。すなわ ち,小 池(1962)がい うよ うに,O
JTの重要性 は部分的なものであるか も知れない。 また,企 業特殊訓練,一 般
訓練を本 当に分 けることがで きるのか,OJTが 有効でそれを回収す るのには
長期雇用が必要 なのであれば,ア メ リカで も企業特殊訓練 を重視 して生産性を
上 げないのか,ど うしてその様 な契約を結ばないのか,様 々な疑問が涌いて く
る。 この議論 も先 に述べたように,資 本論争 と同様の トー トロジー に陥 り易い
ことになる。人的資本論だけで 日本型経営 システムの問題 を完全 に理解す るに
は無理があろ う。
IV暗 黙の契約理論
労働経 済学での有力 な議論 に,Baily(1974)やAzariadis(1975)に始 まる
「インプリシ ット ・コン トラク ト・セ オリー(暗 黙 の契約理論)」が ある。 これ
は,労 働市場 におげる賃金の硬直性 を説 明す る理論 として考 えられ て きた。 日
本型雇用慣行 もこの理論の枠組 に沿 って考えれば,一 つのス トー リーを作 るこ
とがで きる。 日本 の労使 は契約文書 にはないが,経 営者 は不況になって も賃金
を下げず,解 雇 もしない,ま た,逆 に好況期 には,労 働者 も残業 は拒否 しない
し,簡単 にはやめない とい う事実上の長期契約が存在す る と理解 されよ う。 こ
の理論は労働者 と企業の リスク回避度の相対 的な違いか ら説明 しよ うとす るも
のであ る。企業 は資本市場などで 自由に資金運用 ・調達がで きるために,景 気
の変動か らくるリスクについて中立的であるのに対 して,労 働者 は資本市場へ
のアクセスについて相対 的な困難性 を持つ ことから リス ク回避 的であ ると考え
られ る。そ うすれば,リ スク回避的な労働者 は賃金の受 け取 りは変動 が少 ない
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ことを好ま しい と考 えるはずであ る。そこで,好 況時の高い賃金 を犠牲 に して
も,不 況の時 には賃金の低下 を避けることを望む ことになる。す なわ ち,労 働
者 は企業か ら固定的な賃金を受 け取 ることを望む。この結果,こ れは企業には
より大 きな利潤 の変動 を もたらされるが,企 業は資本市場 を活用で きるので 中
立的である。 したが って,両 者 に とって賃金 ・雇用 は固定的であることが合理
的 となる。
この理論 を日本型経済 システムに適用す るように拡張すれば,日 本企業が好
況時 に労働者に残業 させてで も働かせ,企 業 に利益 をため込み,逆 に,不 況時
で も労働者の首 を切 らずに じっと赤字 を耐えるのは,こ の暗黙 の契約がある と
いう考 え方で理解 され よう。 日本 の労働者 は,企 業の リスク中立的態度 によっ
て安定 的な賃金 と雇用 の両者を確保で きることになる。 日本型経営 システムは
労働者 の リス ク回避 と企業の リスク中立の絶妙 の組合せ とな ってい るように見
える。本来,暗 黙 の契約理論は賃金の固定性 に関す る議論で あるが,雇 用の固
定性 も日本型経営 システムには含 まれ る。
しか し,こ の様な契約が労使双方 に有利 なのであれば,何 故,明 示的な契約
を行わないので あろうか。 どう してアメリカで は,日 本型 の長期雇用を契約 し
ないのであ ろうか。本 当に,労 働者は資本市場へのアクセスが難 しく,リ ス ク
に対 して回避的なので あろ うか。また,リ ス ク ・プールを企業で行 うのが合理
的 なのであ ろ うか。 さらに考 えれば,日 本企業 の場 合,こ のよ うな リスク ・
プールが可能であったのは好況期が長 く,不 況期が短か ったためであろ う。現
に,平 成不況で は,こ のような姿勢 の継続が難 しくなっている。労働者が残業,
労働 分配率 の低下 を甘受す る期間が長 く,企業 の赤字の期 間が短か った ことが
これを実現 させていたにす ぎないか も知れない。
さ らに日本の現実 を見れば,リ スク負担 はすべてが企業が行 ってい るのでは
な く,労 働 者 も残業や 賃 金の抑制 で リス クを負 担 して い る。 む しろ,伊 丹
(1987)の指摘す る ように,共 同で リスク負担 を行 ってい ると見 るのが妥当で




た効率賃金仮説 も有効 な説明を与えるもの と期待 され うる(効 率賃金仮説 の展
開 につ いてはWeiss(1990),伊藤(1992)を参照)。企業 は機会 を見つ けては
怠 けようとす る労働者 に対 して,よ り高い水準 の賃金 を提示す ることで,自 発
的に労働 密度を高めさせ ようとする。 この行動 は,労 働者 が怠けて解雇された
場合の コス ト,再就職 による賃金 の低下 を避 けようとすれば実現 され る。 また,
企業は労働者 の個 々の能力 を十分 に知 らないのに対 し,労 働者 は自分の能力に
ついてよ く知 っているとい う情報非対象性があ るとすれば,企 業 と しては労働
の質の水準を高め るには賃金を高 くしなければな らない。 さもなければ,優 れ
た労働者か ら辞め られ労働の質が低下す る。 このように して,企 業は賃金を操
作 して,で きる限 り労働密度を高め,有 能な労働者を確保 しよ うとす る。企業
側 は有能 な労働者 を確保 し,一 定の労働密度 を維持するためには,不 況になっ
て も賃金 を下 げることがで きない ことになる。すなわち,企 業側は有能な労働
者 を確保 し,一 定の労働密度を維持す るため には不況になって も賃 金を下 げる
ことがで きない。
石川(1991)は効率賃金仮説 を拡張 し,「一般化 された誘 因依存交換仮説」
を提示す る。 これによって人的資本 を背景 とす る新古典派的な競争市場仮説 と
日本型経営 システムの特徴 と見 られ る内部労働市場 の形成 を前提 とす る二重労
働市場仮説 は両立す るもの としている。
この立場 に立てば,日 本型経営 システムを次 のよ うに考 えれ る。 日本企業で
は経営者,管 理職 は全て内部昇進で あ り,ブ ルーカラーに もそれな りのポス ト
が用意 されている。また,賃 金 はポス トに大 きく影響 され る。そ うすれば,一
生 懸命働かな ければ昇進せず,賃 金 も高 くで きない。 したが って,企 業はこの
制度 を利用 して,労 働者 に一生懸命働かせ ることになるという結論 を導 くこと
がで きよう。
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しか し,こ の議 論 も 日本企 業 が家 族状 況 な どまで 考 慮 した きめ細 やか な詳 細
な人事 考 課 シス テ ムを行 ってい る こ とを考 え る と議 論 の前提 は成 立 し難 くい。
また,日 本 の現 実で は,円 高 に なれ ば 「ガ ンバ ロウ」 とな り,む しろ賃金 は低
下す る。賃金の高さが労働者 のモ ラールの高さを説明 したことにな らない。確
かに,賃 金上昇 の小さい企業ではモラールも低 く,生 産性が上昇 しないことが
観察 され る。 しか も,賃金での効率性 を確保す るのであれば,能 力の高い層で
ある中堅者の賃金を上げ,す で に能力の低下 し始めている高齢者の賃金を下げ
ることが望 ま しくなる。現実 の 日本型経営 システムで はそのようになっていな
い。石川(1991)も労働供給態度を外生 として扱 ってい るこ との問題点 を指摘
している。
VI内 部経済論
また,内 部経 済 の議 論 も重 要 で あ る。Coase(1937)が指 摘 した 「コ ース の
定理 」 に よ り経 済 を内 部化 す る こ とで 利益 が拡 大 す る状 況 が あ りうる。 これ は
またWilliamson(1986)の指 摘 す る取 引 コ ス トの 問題 と な る。 す なわ ち,情
報 収 集や 取 引 に コ ス トが存 在 す る ときに,同 じ組 織内 で取 引 が行 わ れ る とす れ
ば,そ の コ ス トを軽 減 す る こ とが で きる。 そ こで ,取 引 を組織 の内部 で 行 お う
とす る。大 企 業 の形成 や 企 業 グ ルー プの形 成 な どが これ に よ って説 明 され る。
また,労 働 者 な どを外部 市 場 と出 し入 れす るよ り も,企 業 内部で 取 り引 きず る
ことに よ る能率 の高 さが 説 明 され うる。
また,内 部経 済で あれ ば,様 々な問題 を組織 内で解 決 す るので ,適 切 な賃 金
を決 め る こ とが で き,雇 用 は安 定 した もの とな る。例 えば,賃 金 の伸 縮 性 は 内
部 経 済で あれ ば確 保 しや す い。 これ は雇用 の安定 を導 くこ とに な る。 内 部経 済
で あ れば,労 働 の需給 のギ ャ ップは直 ち に分 か るので 賃金 を変 え る ことで 調 節
を図 る ことは容易 に な る。そ こで ,結 果 と して長期 に安定 した 雇用 関係 を実現
で きる。 この 理論 を 日本 型経 営 シ ステ ムに応用 した もの と して は
,今 井 ・伊 丹
(1982)などが あ る。
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しか し,内 部経済 システムが有効なのであれば,何 故,も っと大 きな企業に
な らないのか,日 本の場合,ア メリカの ように巨大な寡 占企業 にな らないのか,
内部経済の効率性 を重視す るのであれば,ど うして下請 けや系列が生 じるのか,
それらを買収 した方が効率的で はないのか,合 併買収 に労働者がなぜ反対す る
のか等の疑問が残 る。
VIIエ イジ ェン シー理 論
ま た,日 本 型 経 営 シ ス テ ム を 理 解 す る た め に,Stiglitz(1975),Ross
(1973),Fama(1980)など の エ イ ジ ェ ンシー 理 論 の 適 用 が 行 わ れ る。 エ イ
ジ ェ ンシー理 論 で は経 営 者 は株 主 か ら指 名 され,そ の代 理 人 と して働 くこ とに
な る。 この時 に,経 営 者 と株 主 とは その利 害 が必 ず し 竜一致 しない。 こ こで,
経 営 者 に株 主 の利益 を追 求 させ るに は どの様 な イ ンセ ンテ ィブ機構 が あ るか と
い う議論 で あ る。
伝 統 的 な理論 で の経 営 者の行 動 原 理 の仮定 は株 価 の最 大化 で あ る。 それ は株
主 に と って最 も大 きな関心 で あ る。株 主 によ って指 名 され,解 雇 され うる経営
者 に と って,株 主 の利 益 の追 求 を行 うこ とは当然 の こ と とな る。 アメ リカの企
業 には株 主 の厳 しいモ ニ ター に加 えて,利 潤 の シ ェ アー,株 式 の オプ シ ョン権,
テ イ ク オー バ ー の 回避 な ど経 営 者 に株 価 を最大 化 行 動 に向 か わせ る イ ンセ ン
テ ィブが あ る こ とにな る。 この様 に アメ リカの企 業 に はエ イ ジ ェ ンシー ・リス
クを小 さ くす るた め の制 度が 設 け られ て い るが,日 本 には これ が ない こ とが 日
本 型経 営 シス テム を生 む こ とにな る。
経 営者 は独 自の 追求 す べ き 目標 を持 ってい ると考 え る こ ともで きよ う。 その
た め企業 を有機 体 的存 在 と考 え る と,階 層化 され た組織 を持 つ企 業 の経 営者 は
「株 主 の利 益」 よ りも 「組 織 自身 の 目的」 に従 う経 営 者 で あ る と想 定 され る。
Penrose(1959)に始 ま る企 業 の有 機 体 的発 展 の理 論 は,企 業 の 本 質 を成 長 と
とらえ る。Marris(1964)は,ヒエ ラル キ カル に組 織化 され た 経営 者 の 行動 原
理 と して成 長 最大 化仮 説 を主張 す る。 企 業成 長の 議 論 はマ ル クスの資 本 の有 機
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的構成の高度化や ケインズのアニマル ・ス ピリッ トの考えに も見 られた問題で
あ った。結局Odagiri(1981)カ;まとめてい るよ うに,企 業価値 と企業成長
の トレー ド・オフの中で経営者の効 用関数を最大にす る選択が行われ るとす る。
小 田切(1992)は日本型経営 の本質 を企業成長率の高 さにあ るとし,「経営者
が労働者 の昇進志向 に同情的で あれば,企 業成長を追求す る経営方針 をとるは
ずであ る」 と指摘す る。 これに対 し,Aoki(1984)はマ リス らの議論は1950,
60年代 の成長 の時代 の ものであ るとし,今 日の企業 についての分析 の枠組み と
して,労 働者 と経営者をゲーム的関係の中で とらえることを提唱す る。
この議論 を 日本企業に適用すれば,株 式の持 ち合いや メイ ンバ ンク制度な ど
の存在 は経営者 に株主の利益 を追求 させ るインセ ンテ ィブを極 めて小 さ くして
い ることになる。経営者 は株主 の利益(株 価の最大化)よ り経営者 としての利
益(企 業の成長)を 選ぶ ことになる。
現実 に,日 本企業の経営者 は従業員か ら内部選抜 されて昇進 し,ま た,株 主
の監視が厳 しくない ところが ら,企 業価値 の最大化 とい う新古典派的な見方 よ
り,企 業成長 を重視するマ リス的な企業観 に近い もの と見 ることがで きよ う。
長期の赤字 を続 けない限 り,株主か ら責任を追求されない ことや経営計画の策
定 も若 いスタッフが稟議 を上 げて社内の合意 をと りなが ら行われ ることも株価
最大化 よ りも長期的視野での経営を行わせ る制度的要 因となる。
VIII長期的利益
また,日 本企業 の ミクロ的な経済行動 を説明す る場合に,伝 統的なインセ ン
テ ィブの議論が有効で ない一つの理由に,日 本企業行動が アメ リカの もの と異
な り,長期 的な視点か らの経営,成 長 を重視 した経営であ ることが指摘 されて
きた。 アメ リカの企業経営者 は四半期毎の損益計算 によって評価 され るために,
短期的視点 しか持てないのに対 して,日 本企業は株主に対 して独立 して企業経
営が可能であるために長期的視点を持つ ことが指摘 され る。
企業の利益 も利潤率が低 くとも長期 的には利益 をもた らす ので,長 期的取 引
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を行 うものと考 える。この様 な制度 は先 に述べた学習効果 を考 えると合理的な
もの になる。特 に,Arrow(1962)に始まる学習効果の分析 は大 きな役割 を果
たす。長期的な費用 曲線が学習効果によって時間 と共に右下が りに下がって行
くとす る と,長期 的な契約 を結べば,当 初 は利潤率が低 くとも長期 的に採算が
とれ ることにな る。Fudenberg・Tirole(1983)やSpence(1981)が示す よ う
に,学 習 によって長期的な費用が逓減 して行 くのであれば,暗 黙の内に長期契
約を結ぶ ことで,そ れによる効率性 を実現す ることも可能になる。
また,日 本の経営者 も労働者 にとって も終身雇用制度 とい うのは暗黙の長期
契約 によって長期的利益 を確保 しよ うとす る行動か もしれない。
しか し,現 実を観察すれば,日 本人の視野 が長 くて特 に長期 的利益 を重視 し
ているとは必ず しもいいがたい。 日本人が長期的な視野を持ち,ア メ リカ人が
短期的な視野 しか持てないな どい うのは全 く根拠のない話であろ う。バブル時
代 にみせた 日本人の短期的視野での行動 をどのように説明するのであろ うか。
IXゲ ームの理論
近年,経 済 学で重要 な役割 を果た しつつ あるのがvonNeumann二Morgens・
tern(1944)に始 まるゲームの理論である。伝統的な理論では市場か ら与 えら
れ る価格 などの指標 を基礎 に自らの利益が最:大にな るような行動を決め,こ れ
によって生まれ る需給な どを均等化 させ る価格 などの存在 を考 えるとい うもの
であ る。
しか し,個 人が ア トム化 され,市 場支配の存在 しない ことを仮定で きる市場
ばか りで はない。市場への参加者が少 ない ときには,こ の様 な方法 を使 うこと
がで きな くなる。典型的には寡 占市場のよ うな場合であ る。 この場合,相 手の
出方に応 じて行動 を決めるとい う形 となる。す ると競争市場での議論 とは大 き
く異 な った方法を使わなければ ならない。
ここでは相手の動 きと自分の利益 を勘案 しなが ら,各 々の行動 の組合せか ら
くる利得の組合せ表上での利益の最大化 を図ることになる。
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例 えば 濠 の様 な利得 行 列 が あ る場 合
。 ・ 協力す る 協力 しない
両者 が 協 力す れ ば,あ る程 度 の利益 を確 保 協 力
(5,5)(一10,10)
す る こ とがで きる。 しか し,相 手 の 出方 の す る
讐 紹(・ ・,一1・)(一 ・,一 ・)いか ん にかか わ らず 自分 が 協力 しな い方 が,
相対 的 に利益 は大 き くな る。 これを両 者 が(Aの 利益Bの 利益)
行 え ば,非 協 力が 現 実 に実 行 され る ことに な り,両 者 と もに利 益 が な くな る。
これ は囚 人 の ジ レ ンマ ゲ ー ム と呼 ばれ,人 々の協 力が 難 しい例 と して よ く使 わ
れ る。
一 回 限 りの選 択 で な く,繰 り返 して選択 が 許 され る リピー テ ィ ッ ド ・ゲ ー ム
で は,Kreps・Milgrom=Roberts・Wilson(1982),Abreu(ユ988),Fudenberg・
Maskin(1986)などが示 す よ う に,協 力 解 が 選 択 され る とい う 「フ ォー クの
定 理」 が 成立 す る。 この 関係 を考 え る と,長 期 的 な視 点 を持 ち,継 続 的 な取 引
を行 う 日本型 経営 シス テム は,様 々な協 力 関係 を実施で きる こ とに な る。
ゲ ー ム の理 論 は こ の様 な非 協 力 ゲ ー ムで は な く,Harsanyi(1956)(1966)
な どに よ る交 渉 ゲ ー ムの考 え も 日本 型経営 シス テム を考 え る上 で 重要 であ る。
Aoki(ユ984)(1988),青木 ・小 池 ・中谷(1985>な どは 協 力 ゲ ー ム ・交 渉
ゲ ー ムの考 え を 日本型 経 営 に適 用 して 日本 企 業 の行動 様 式 を説 明 す る。 しか し
なが ら,ゲ ー ム理 論 は個 人が 独 立 して判断 す る こ とが 可 能 であ る こ とが前 提 と
な って い る。 日本 人社 会 にそ の よ うな条件 を要 求 す る ことは果 して可 能で あ ろ
うか。
X結 論一 新 しい経済学 を目指 して
これまで述べ てきた以外に も,さ まざまな経済理論が 日本型経営 システムの
分析 に活用され,そ れ な りの分析力 と説得力を持 ってい る。すでに山のよ うに
出版が なされ,伝 統的な経済学が 日本経済の分析において も有効で あることが
示 されている。当然 の ことなが ら日本の経済学者 の貢献で きる大 きなフィール
ドであろ う。
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しか しなが ら,こ れらの研 究 も必ず しも成功 しているよ うには思 えない。各
項 目で指摘 したが,な ぜ,日 本では終身雇用 ・年功序列賃金 にな り,ア メリカ
で は市場 による調整 なのか には十分答えていない。基本的に,日 本型経営 シス
テム と伝統 的な経済学で議論されて きた ことの間には大 きな異和感がある。 こ
れ は理論 の出発点にある仮説が 日本企業 の観察か ら生 まれ る現実 と一致 しない
ことによる。暗黙 の契約理論で も,ゲ ームの理論で も基本 的に,欧 米の伝統的
な経済学 の流れの中にある ものでは.個 人や企業の主体 の行動に個人主義的立
場 を前提 としてい る。が,現 実の観察 と大 き く異なる。例 えば,企 業は利潤 を
最大化 しようとす るのであるが,日 本企業 は利潤を最大化す るための手段 が大
きく制約 されてい る。すなわち,利 潤最大化 の基本条件 は労働投入量を調整で
きる ことであ るが,こ れを制度 として実行できない。雇用制度の維持 の方がむ
しろ重要であ り,利潤の極大化 はむ しろ従属的な位置にある。利潤極 大化 よ り
も組織 の維持が よ り重要 な 目標 とな ってい る。
このよ うに,よ うや く経済学 も日本経済を分析 の直接的 な対象 にす るよ うに
なった ことは望 ましい。伝統的な経 済学の立場か らの研究 は多 くの成果 を生む
ことが期待され る。 しか しなが ら,ア メ リカ経済を基盤 とす る経済学で 日本経
済 ・日本型経営 システムの分析 を行 な うの にはどうして も限界が生 じる。
す なわ ち,日 本経済 に典型 に見 られる市場原理以外のさまざまなメ カニズム
が機能 してい ることを無視す るのは適当でない。また,市 場原理以外 のメカニ
ズムを市場原理 の変形 によ って議論 しよ うとして も自ら限界があるのは 自明で
ある。アメ リカ型経済 をモデルとして発展 して きた経済理論を無理 に日本の現
実 に当てはめ ようとして も無理があ り,同 時に,文 化的特殊性理論で議論 を進
めて も生産的で はない。そ こで,伝 統的な重要な ことは経済学を市場原理以外
の分野に も拡張す ることが望 まれる。
重要な ことは,日 本型経営 システムにおける生産システムや個 人間の関係,
管理 のあ り方 をは じめ,企 業 間関係 や社会の作 り方が欧米 の もの と大 き く異
なってい るこ とであ る。例 えば,今 井(1983)(1984),今井 ・金子(1988),
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公 文(1978)(1988)などの指摘 するいわゆ るネ ッ トワーク型 のシステ ムの問
題であ る。 日本経済は市場経済 とい うよ りネ ットワーク型経済であ り,こ れが
解明されなければ何 もわか らない。そ して,経 済 システムと雇用慣行な どの制
度上 の側 面 との関係 を明確 に示す ことは上記 で述べてきた経済理論では不十分
であるのはい うまで もない。
アメ リカ経済 にとっては重要でないが 日本経済に とっては重要なメカニズム
が存在す るとすれば,ア メリカ経済学で アメ リカ経済分析可能であ ろが,ア メ
リカ経 済にない 日本経済 に顕著な特徴 を分析す ることは難 しい 二とになる。そ
こで,多 くの場合,こ じつけや大胆な適用になって しま う。各国の経済を分析
し,そ の メカニズムを解明 し,さ らに,な ん らかの政策的な提言を行 うには,
それぞれのシステムに対 して適合す る独 自の経済学が必要 になる。
この様 な経 済学 は日本経済を直接対象 として,日 本人 自らの内省 によって構
想 されたパラダイムによって解明 されねばな らない。その議論 の中心点 は要素
間の相互依存が強い システムの解明であ る。経済学 を含 めて伝統的 な科学はデ
カル ト以来の要素還元主義を基礎 とする方法 に依存 して きた。 ここで は,要 素
間の相互依存は無視 されて きた。相互依存は極めて複雑 な現象を引 き起 こす。
そ こで,こ れ を無視す ることで問題 は非常に簡単なモデ ルによって表現可能に
なる。 自然科学の多 くの分野では既 にその トラップか ら脱却 してい る。 しか し,
自然科学 よりもさらに複雑で相互依存関係が重要な社会 システ ムを対象 とす る
経済学がその トラップか ら脱 しないだけでな く,脱 しようともしていない とこ
ろに問題があ る。
特に,日 本経済 を分析するにはこの相互依存性,複 雑性 に対す る考察が不可
欠 なのであ る。従 って,こ れは必ず しも日本 的な現象の研究ではな く相互依存
性や複雑性についての普遍的現象の研究である。ただ,今 までは単 に無視 され
て きたに過 ぎない。欧米での経済学がそれを無視 して もなお大 きな成果 を上げ




さらに,ヨ ーロ ッパにおいて も同 じ個 人主義で も各国 によって内容 は異なる。
'特に,ヨ ーロ ッパ の小国 はむ しろ日本人社会に近い印象を強 く受ける(こ の点
については吉 田(1994A)参照)。この面の研究が行 われ ることで ことは ヨー
ロ ッパ社 会 と日本社会を対立 として理解するのではな く,連 続 的な ものと して
理解す ることが可能 になる。すなわち,ヨ ー ロ ッパに も日本社会の特質 とみ ら
れる現象が存在 して も不思議でないことにな る。伝統的な経済理論 によって切
り捨て られて きた問題 を もう一度振 り返 る必要がある。
いずれにせ よ,日 本型経営 システムの特殊性 の研 究が進むに連れて,こ れが,
普遍性を持つ こ.とが認識 され始めている。
そこで,日 本経済の特殊性の研究が,こ れまで相対的に重要でない と認識さ
れ,無 視され てきた要因を注 目させ ることによ り,欧 米の経済 に も共通す る普
遍的な新 しい視野 を開 くことが可能にな る。科学の先駆者であ る物理学の世界
では,二 十世紀 に入 り新たな大展 開が行 なわれたが,そ れは古典物理学 におい
て注 目されなか った観測の相対性,各 現象間の共通性,要 素間の相互依存 など
が認識 されたか らである。この ことは,日 本型経営 システムの分析 とい う特殊
性論の研究が経済学 とい う普遍的理論へ発展 してゆ く可能性 を示唆す る もので
あ ると考える。
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